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民主党インクルーシブ教育を推進する議員連盟

会長　中野寛成　殿

障害者インターナショナル（ＤＰＩ）日本会議

議長　三澤　了

学校教育法施行令改正についての意見

　貴議員連盟におかれましては、日頃より、日本における障害児教育をインクルーシブ教育へと進めていく活動に邁進されていることに敬意を表します。障害者インターナショナル（DPI）は、世界120を超える国々の障害種別を超えた障害当事者によるNGO（非政府組織）であり、国連等での特別諮問資格を有し、障害者の完全参加と障害のない人との平等な社会づくりのために活動しています。DPI日本会議はその国内組織として、障害者の権利の確立と生活条件の向上に取り組んでまいりました。日本障害フォーラム（JDF）の加盟団体として２００６年１２月に国連で採択された障害者権利条約の交渉過程にも深く関わってきました。
　さて、今般、の批准に向けて内閣府に設置された障がい者制度改革推進本部と、そのもとに組織された障がい者制度改革推進会議による第１次・第２次意見等を受けて障害者基本法が改正され、障害児教育の分野においても、文部科学省の中央教育審議会のもとに設置された特別支援教育の推進に関する特別委員会における検討が大詰めを迎えようとしています。そんな中、文部科学省では学校教育法施行令等の改正案づくりが進められているとのことです。障がい者制度改革推進会議等、この間の障害者制度改革に積極的に参画してきたDPI日本会議としては、原則インクルーシブ教育制度を規定している障害者権利条約と障害者基本法に基づいて、

・分け隔てられることのない障害児教育の実現

・障害児の就学先の原則は、地域の通常学校であるべきであること

・本人及び保護者の意思を第一とする就学先決定の保障

の内容を今回の学校教育法施行令の改正に反映させるべきであると考えます。

その点から貴議連より2012年5月16日にご提示された改正案は、障害のある子とない子を分け隔てている第５条の改廃、特別支援学校を私立学校等への就学と同等の手続きとした第９条の点等でインクルーシブ教育の実現に向けて大きな一歩となると評価させていただきます。しかし、これらの点を何としても確保した上で、なお、今後さらに検討を頂きたい点について、下記、意見を述べさせていただきますので是非ともご検討いただき、私たちの意見を反映させた案を民主党としてとりまとめていただきますよう心よりお願い申し上げます。

記

１．第11条（特別支援学校への就学についての通知）について

特別支援学校に就学させる判断については、あくまでも保護者の申請があることを要件とし、専門家等の意見はあくまでも参考意見と位置づけて下さい。

　【理由】

　　　現在、最終報告の取りまとめ段階に入っている文部科学省の特別委員会では、就学先決定の権限は市町村教育委員会にあるとし、その決定は「教育支援委員会(仮称)」による検討を経て行うとの方向で議論されています。障害者基本法の「意思を尊重しなければならない」との規定からも、本人及び保護者の意思を保障する就学先決定の制度的な仕組みが必要です。専門家を中心とする「教育支援委員会」の判断に比重が置かれる決定のしくみは、障害児本人やその保護者の意思を十分に尊重することはできない恐れがあります。

私たちとしては、本人及び保護者の意思が確保された上で、その選択や決定を実現していくための支援の内容を可能な限り検討するのが「教育支援委員会」の果たすべき役割だと考えます。就学先の決定は、あくまでも本人及び保護者の意思を第一とするものでなければなりません。

（５月１６日議連案）
市町村の教育委員会は、学齢児童のうち第22条の３に規定する特別支援学校に就学できる基準に該当する児童（以下視覚障害者等という）について、その保護者が特別支援学校に就学させることを申請した時、および18条の2第2項に規定するもの（以下専門家等という）の意見を聴取し、特別支援学校に就学することが適当であると判断した時は、都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから２月前（1月末）までに、その氏名及び特別支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならない。

　２．省略

３　省略
（変更案）

市町村の教育委員会は、学齢児童のうち第22条の３に規定する特別支援学校に就学できる基準に該当する児童（以下視覚障害者等という）について、その保護者が特別支援学校に就学させることを申請した時、および18条の2第2項に規定するもの（以下専門家等という）の意見を聴取し、特別支援学校に就学することが適当であると判断した時は、都道府県の教育委員会に対し、翌学年の初めから２月前（1月末）までに、その氏名及び特別支援学校に就学させるべき旨を通知しなければならない。市町村の教育委員会はその判断するにあたり、１８条の２第２項に規定するもの（以下、専門家等）の意見を参考にすることができる。
　　　２．省略

３　省略
２．第12条（視覚障害者等となった者の教育委員会への通知）について

上記１と同様に、特別支援学校に就学させる判断については、あくまでも本人・保護者の申請があることを要件とし、専門家等の意見はあくまでも参考意見と位置づけて下さい。

【理由】上記１と同じ

　
（５月１６日議連案）
小学校、中学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等　になつたもの保護者が特別支援学校への転校を申請する時、及び当該学齢児童生徒の在学する小中学校の校長が、専門家の意見を聴取し特別支援学校に転校することが適当であると判断した時は、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに当該学齢児童生徒の住所の存する市町村教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。

（変更案）

１．小学校、中学校又は中等教育学校に在学する学齢児童又は学齢生徒で視覚障害者等　になつたもの保護者が特別支援学校への転校を申請する時、及び当該学齢児童生徒の在学する小中学校の校長が、専門家の意見を聴取し特別支援学校に転校することが適当であると判断した時は、当該学齢児童又は学齢生徒の在学する小学校、中学校又は中等教育学校の校長は、速やかに当該学齢児童生徒の住所の存する市町村教育委員会に対し、その旨を通知しなければならない。

　その際、当該学齢児童生徒の在学する小中学校の校長は、専門家の意見を参考にすることができる

３．第18条の２（保護者の意向尊重及び視覚障害者等の就学に関する専門的知識を有する者の意見聴取）について

　　上記１，２の意見に基づいて、同条の議連改正案を以下の通り、市町村の教育委員会は「専門家等の意見を聴くことができる」に修文してください。

　　（５月１６日議連案と修文案）
１．省略

２　市町村の教育委員会は、第11条及び第12条の通知をしようとする時は、教育学、医学、心理学その他の障害のある児童生徒等の就学に関する専門的知識を有する者および障害者（障害者団体を含む）（以下専門家という）の意見を聴かなければならない。　→　聴くことができる。
４．就学先が本人保護者の希望と違った場合の第三者機関、調停機関について

　都道府県教育委員会ではなく第三者性が担保された機関を設置し、構成員には障害当事者、障害者団体、福祉関係者のメンバーを必ず入れてください。

【理由】

就学先において、市町村の教育委員会の決定と本人・保護者の希望が違った場合、調停する第三者機関が重要になります。今回の議連案には記載されていない部分となりますが、文科省特別委員会で示された委員長試案には市町村の教育委員会にある「教育支援委員会」の役割の一つとされています。それに対して「措置した機関が調停できない」という意見が出され、それに対する対案が都道府県教育委員会がその任に当たる、とのことです。これでは第三者性は全く担保されません。最低限、普段から当該障害児の生活実態をよく知る障害者団体、支援者団体、福祉関係者を入れた第三者機関を設置してください。

以上

　

